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規 則

�愛媛県規則第４５号
愛媛県予算の編成及び執行に関する規則及び愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県予算の編成及び執行に関する規則及び愛媛県会計規則の一部を改正する規則

（愛媛県予算の編成及び執行に関する規則の一部改正）

第１条 愛媛県予算の編成及び執行に関する規則（昭和３９年愛媛県規則第４８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

様式第６号から様式第１１号の２までを次のように改める。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

（歳出予算の配当替）

第１１条 部局の長は、配当を受けた歳出予算で他の部局の長に執行

させる必要があるものについては、総務部長に合議し、これを当

該部局の長に配当替することができる。

２ 前項の規定は、当該部局内の配当替について準用する。

３ 部局の長は、前２項の規定により歳出予算の配当替をするとき

は、予算配当替通知書（様式第８号）により、会計管理者及び当

該予算を執行させる部局の長に通知しなければならない。

（歳出予算の令達）

第１２条 省略

２ 省略

３ 部局の長は、前項の規定による歳出予算の令達をするときは、

予算令達書 （様式第９号）により、地方機関の長及び関係地

方局の出納室長に通知しなければならない。

（歳出予算の移用 ）

第１１条 部局の長は、配当を受けた歳出予算で他の部局の長に執行

させる必要があるものについては、総務部長に合議し、これを当

該部局の長に移用する ことができる。

２ 前項の規定は、当該部局内の移用 について準用する。

３ 部局の長は、前２項の規定により歳出予算の移用 をするとき

は、予算移用通知書 （様式第８号）により、会計管理者及び当

該予算を執行させる部局の長に通知しなければならない。

（歳出予算の令達）

第１２条 省略

２ 省略

３ 部局の長は、前項の規定による歳出予算の令達をするときは、

予算令達通知書（様式第９号）により、地方機関の長及び関係地

方局の出納室長に通知しなければならない。
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様式第６号（第９条関係） 歳出予算配当要求書
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１０８５

様式第７号（第９条関係） 歳出予算配当通知書
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様式第８号（第１１条関係） 予算配当替通知書
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１０８７

様式第９号（第１２条関係） 予算令達書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１０８８

様式第１０号（第１３条関係） 予算流用通知書
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様式第１１号（第１４条関係） 予備費充当申請書
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１０９０

様式第１１号の２（第１４条関係） 予備費充当通知書
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（愛媛県会計規則の一部改正）

第２条 愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（調定の決議）

第１４条 歳入の調定は、調定決議書 （様式第３号）により

しなければならない。ただし、徴収決定外誤納の調定は、徴収決

定外誤納調定命令決議書 （様式第４号）によるものとする。

（調定の通知）

第１５条 歳入徴収者は、歳入の調定をしたときは、調定決議書

に関係書類を添えて直ちに会計管理者又は室長に送付しなけ

ればならない。ただし、徴収決定外誤納の調定は、徴収決定外誤

納調定命令決議書 によるものとする。

（会計管理者等の現金収納）

第２２条 会計管理者等は、納入義務者から納入通知書に現金を添え

て納付を受けたときは、これを収納し、愛媛県納入通知書兼領収

証書を交付しなければならない。

２・３ 省略

４ 会計管理者等は、第１項及び前項本文の規定により現金を収納

したときは、愛媛県収納済通知書を歳入徴収者に送付しなければ

ならない。

５ 前項の規定にかかわらず、収入受託者は、別に定めるところに

より、同項の規定による愛媛県収納済通知書の送付に代えて、当

該愛媛県収納済通知書の記載事項のデータを、データ伝送の方法

（電気通信設備（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条

第２号に規定する電気通信設備をいう。）を用いてデータを伝送

する方法をいう。以下同じ。）により歳入徴収者に送付すること

ができる。

（愛媛県収納済通知書の送付）

第２５条 会計管理者又は室長は、指定金融機関等から愛媛県収納済

通知書の送付があつたときは、これを歳入徴収者に送付しなけれ

ばならない。

（国庫金等の収納）

第２６条 会計管理者は、第１５条の規定により国庫金等の振込みに係

る調定の通知を受けたときは、納入通知書（国庫支出金等）（様

式第１２号）により収納すべき歳入科目を指定金融機関に通知しな

ければならない。

（歳入金の還付及び充当）

第３２条 歳入徴収者及び会計管理者又は室長は、過誤納金を当該歳

入金から払戻しをしようとするときは、支出の例によりしなけれ

ばならない。この場合において、歳入徴収者は、戻出命令決議書

（様式第１７号の２）を会計管理者又は室長に送付す

るものとする。

２ 歳入徴収者は、過誤納金を他の徴収金に充当したときは、過誤

納金還付・充当通知書により納入義務者に通知するとともに、会

計管理者又は室長に過誤納金充当命令決議書 （様式第１８号）

を送付しなければならない。

（不納欠損）

第３３条 歳入徴収者は、法第２４０条第１項に規定する債権が次のい

ずれかに該当するときは、不納欠損登録票 （様式第１９

号）により不納欠損の手続をしなければならない。

�～� 省略

（調定の決議）

第１４条 歳入の調定は、調定決議書兼通知書（様式第３号）により

しなければならない。ただし、徴収決定外誤納の調定は、徴収決

定外誤納調定決議書兼通知書（様式第４号）によるものとする。

（調定の通知）

第１５条 歳入徴収者は、歳入の調定をしたときは、調定決議書兼通

知書に関係書類を添えて直ちに会計管理者又は室長に送付しなけ

ればならない。ただし、徴収決定外誤納の調定は、徴収決定外誤

納調定決議書兼通知書によるものとする。

（会計管理者等の現金収納）

第２２条 会計管理者等は、納入義務者から納入通知書に現金を添え

て納付を受けたときは、これを収納し、納入通知書兼領収書

を交付しなければならない。

２・３ 省略

４ 会計管理者等は、第１項及び前項本文の規定により現金を収納

したときは、領収済通知書 を歳入徴収者に送付しなければ

ならない。

５ 前項の規定にかかわらず、収入受託者は、別に定めるところに

より、同項の規定による領収済通知書 の送付に代えて、当

該領収済通知書 の記載事項のデータを、データ伝送の方法

（電気通信設備（電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号）第２条

第２号に規定する電気通信設備をいう。）を用いてデータを伝送

する方法をいう。以下同じ。）により歳入徴収者に送付すること

ができる。

（領収済通知書の送付）

第２５条 会計管理者又は室長は、指定金融機関等から領収済通知書

の送付があつたときは、これを歳入徴収者に送付しなけれ

ばならない。

（国庫金等の収納）

第２６条 会計管理者は、第１５条の規定により国庫金等の振込みに係

る調定の通知を受けたときは、国庫金等収納通知書 （様

式第１２号）により収納すべき歳入科目を指定金融機関に通知しな

ければならない。

（歳入金の還付及び充当）

第３２条 歳入徴収者及び会計管理者又は室長は、過誤納金を当該歳

入金から払戻しをしようとするときは、支出の例によりしなけれ

ばならない。この場合において、歳入徴収者は、過誤納金還付決

議書兼通知書（様式第１７号の２）を会計管理者又は室長に送付す

るものとする。

２ 歳入徴収者は、過誤納金を他の徴収金に充当したときは、過誤

納金還付・充当通知書により納入義務者に通知するとともに、会

計管理者又は室長に過誤納金充当決議書兼通知書（様式第１８号）

を送付しなければならない。

（不納欠損）

第３３条 歳入徴収者は、法第２４０条第１項に規定する債権が次のい

ずれかに該当するときは、不納欠損決議書兼通知書（様式第１９

号）により不納欠損の手続をしなければならない。

�～� 省略

改 正 後 改 正 前
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２ 歳入徴収者は、前項の規定による不納欠損の手続をしたとき

は、当該不納欠損登録票 を会計管理者又は室長に送付し

なければならない。ただし、地方税法に規定する徴収金並びに特

別法人事業税に係る徴収金及び地方法人特別税に係るものについ

ては、この限りでない。

（収入・支出日計表の作成）

第３５条 会計管理者又は室長は、毎日の収入済額について会計別に

収入・支出日計表（様式第２０号）を作成しなければならない。

（支出負担行為の整理）

第３９条 支出負担行為担当者は、支出負担行為を整理するときは、

支出負担行為決議書（様式第２１号）又は支出負担行為決議書兼支

出命令書（様式第２１号の２）を支出科目別及び債権者別に作成し

なければならない。

２ 支出負担行為担当者は、前項の規定にかかわらず、同一支出科

目から２人以上の債権者に対する同時の支出負担行為について

は、その内容を示す内訳書を添付して一の支出負担行為決議書を

作成することができる。

（支出負担行為の変更）

第４０条 支出負担行為担当者は、前条の規定による支出負担行為を

整理した後において支出負担行為の額に変更が生じたときは、直

ちに増減額について変更の理由を明らかにした支出負担行為変更

決議書（様式第２１号の３）を作成しなければならない。

（支出の命令）

第４２条 支出命令者は、会計管理者又は室長に支出の命令をすると

きは、支出命令書（様式第２２号）又は支出負担行為決議書兼支出

命令書によりしなければならない。

（支出命令書の作成）

第４３条 支出命令者は、支出命令書又は支出負担行為決議書兼支出

命令書を、債権者から提出された請求書（官公署の発行する納入

告知書その他これに準ずるものを含む。以下同じ。）により、支

出科目別及び債権者別並びに直接払、隔地払及び口座振替ごとに

作成しなければならない。ただし、次に掲げる経費については、

請求書によらないで支出命令書又は支出負担行為決議書兼支出命

令書を作成することができる。

�～� 省略

２ 支出命令者は、前項の規定にかかわらず、隔地払又は口座振替

によるもので同一支出科目から２人以上の債権者に同時に支出す

るときは、債権者内訳書 （様式第２３号）を添付して一の支出命

令書を作成することができる。

（支出命令書等の送付）

第４５条 支出命令者は、支出命令書の書類を作成したときは、当該

支出に係る支出負担行為の関係書類を添えて会計管理者又は室長

に送付しなければならない。

（支出の取消し）

第４６条 省略

２ 支出命令者は、前項の規定による支出の命令の取消しをしたと

きは、取消しの理由を明らかにした支払取消命令書

（様式第２４号の２）を作成し、取消しに係る支出負担

行為決議書又は支出負担行為決議書兼支出命令書を添えて会計管

理者又は室長に送付しなければならない。

（法定控除金の内訳書の送付）

第４７条 支出命令者は、支出の命令又は戻入の通知をする場合にお

いて法定控除金（印紙で納入する保険料を除く。）があるとき

２ 歳入徴収者は、前項の規定による不納欠損の手続をしたとき

は、当該不納欠損決議書兼通知書を会計管理者又は室長に送付し

なければならない。ただし、地方税法に規定する徴収金並びに特

別法人事業税に係る徴収金及び地方法人特別税に係るものについ

ては、この限りでない。

（歳入日計表の作成）

第３５条 会計管理者又は室長は、毎日の収入済額について会計別に

歳入日計表 （様式第２０号）を作成しなければならない。

（支出負担行為の整理）

第３９条 支出負担行為担当者は、支出負担行為を整理するときは、

支出負担行為書 （様式第２１号）又は支出負担行為書兼決議書

（様式第２１号の２）を支出科目別及び債権者別に作成し

なければならない。

２ 支出負担行為担当者は、前項の規定にかかわらず、同一支出科

目から２人以上の債権者に対する同時の支出負担行為について

は、その内容を示す内訳書を添付して一の支出負担行為書 を

作成することができる。

（支出負担行為の変更）

第４０条 支出負担行為担当者は、前条の規定による支出負担行為を

整理した後において支出負担行為の額に変更が生じたときは、直

ちに増減額について変更の理由を明らかにした支出負担行為書

を作成しなければならない。

（支出の命令）

第４２条 支出命令者は、会計管理者又は室長に支出の命令をすると

きは、支出決議書（様式第２２号）又は支出負担行為書兼決議書

によりしなければならない。

（支出決議書の作成）

第４３条 支出命令者は、支出決議書又は支出負担行為書兼決議書

を、債権者から提出された請求書（官公署の発行する納入

告知書その他これに準ずるものを含む。以下同じ。）により、支

出科目別及び債権者別並びに直接払、隔地払及び口座振替ごとに

作成しなければならない。ただし、次に掲げる経費については、

請求書によらないで支出決議書又は支出負担行為書兼決議書

を作成することができる。

�～� 省略

２ 支出命令者は、前項の規定にかかわらず、隔地払又は口座振替

によるもので同一支出科目から２人以上の債権者に同時に支出す

るときは、支出決議内訳書（様式第２３号）を添付して一の支出決

議書を作成することができる。

（支出決議書等の送付）

第４５条 支出命令者は、支出決議書の書類を作成したときは、当該

支出に係る支出負担行為の関係書類を添えて会計管理者又は室長

に送付しなければならない。

（支出の取消し）

第４６条 省略

２ 支出命令者は、前項の規定による支出の命令の取消しをしたと

きは、取消しの理由を明らかにした支出決議書又は支払取消決議

書兼通知書（様式第２４号の２）を作成し、取消しに係る支出負担

行為書又は支出負担行為書兼決議書 を添えて会計管

理者又は室長に送付しなければならない。

（法定控除金の内訳書の送付）

第４７条 支出命令者は、支出の命令又は戻入の通知をする場合にお

いて法定控除金（印紙で納入する保険料を除く。）があるとき



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１０９３

は、支出命令書若しくは支出負担行為決議書兼支出命令書又は支

出負担行為決議書兼返納調書（様式第２５号）に控除内訳書

（様式第２６号）を添付しなければならない。

（支出負担行為に関する確認）

第４８条 省略

２ 会計管理者又は室長は、前項の規定による確認の結果支出をす

ることができないと認めたときは、当該支出命令書又は支出負担

行為決議書兼支出命令書にその理由を付して支出命令者に返送し

なければならない。

（前渡資金の精算等）

第５２条 省略

２ 資金前渡担任者は、前項の精算をするときは、精算調書

（様式第２７号）に証拠書類を添えて支出命令者に提出してしなけ

ればならない。

３ １月を超えて継続して支払う経費の資金前渡を受けた資金前渡

担任者は、前２項の規定にかかわらず、毎月、前渡資金出納計算

書（様式第２８号）に証拠書類を添えて翌月５日までに支出命令者

に提出しなければならない。この場合において、前渡資金に係る

当該年度の最終の前渡資金出納計算書を提出するときは、当該前

渡資金出納計算書及び精算調書 により精算しなければなら

ない。

４・５ 省略

（ 現金出納簿の記帳）

第５３条

１月を超えて継続して支払う経費の資金前渡を受けた資金前渡

担任者は、現金出納簿に前渡資金の出納を記帳しなければならな

い。

（概算払の精算）

第５７条 省略

２ 支出命令者は、前項の規定による精算書の提出があつたとき

は、その内容を検査するとともに、精算調書

を作成し、当該支出負担行為の関係書類を添えて直ちにこれ

らを会計管理者又は室長に送付しなければならない。ただし、精

算と同時に最終の支払を行う場合は、支出命令書をもつて精算調

書 に代えることができる。

３ 省略

第５８条 削除

（誤払金等の戻入手続）

第６４条 支出命令者は、令第１５９条の規定により誤払金等の戻入を

するときは、支出負担行為決議書兼返納調書により戻入の決定を

しなければならない。この場合において、支出負担行為決議書兼

返納調書は、第４０条に規定する書類とみなす。

２ 支出命令者は、前項の規定による戻入の決定をしたときは、支

出負担行為決議書兼返納調書を会計管理者又は室長に送付しなけ

ればならない。

３ 支出命令者は、第１項の規定による戻入の決定をしたときは、

会計管理者又は室長の審査を経た後、返納通知書 （様式

は、支出決議書若しくは支出負担行為書兼決議書又は戻入決議書

兼通知書 （様式第２５号）に法定控除金内訳書

（様式第２６号）を添付しなければならない。

（支出負担行為に関する確認）

第４８条 省略

２ 会計管理者又は室長は、前項の規定による確認の結果支出をす

ることができないと認めたときは、当該支出決議書又は支出負担

行為書兼決議書 にその理由を付して支出命令者に返送し

なければならない。

（前渡資金の精算等）

第５２条 省略

２ 資金前渡担任者は、前項の精算をするときは、前渡資金精算書

（様式第２７号）に証拠書類を添えて支出命令者に提出してしなけ

ればならない。

３ １月を超えて継続して支払う経費の資金前渡を受けた資金前渡

担任者は、前２項の規定にかかわらず、毎月、前渡資金出納計算

書（様式第２８号）に証拠書類を添えて翌月５日までに支出命令者

に提出しなければならない。この場合において、前渡資金に係る

当該年度の最終の前渡資金出納計算書を提出するときは、当該前

渡資金出納計算書及び前渡資金精算書により精算しなければなら

ない。

４・５ 省略

（前渡資金整理簿及び現金出納簿の記帳）

第５３条 支出命令者は、資金前渡担当者に資金前渡をしたとき、及

び精算をしたときは、前渡資金整理簿に記帳しなければならな

い。ただし、職員に支給する給与に係るものについては、この限

りでない。

２ １月をこえて継続して支払う経費の資金前渡を受けた資金前渡

担任者は、現金出納簿に前渡資金の出納を記帳しなければならな

い。

（概算払の精算）

第５７条 省略

２ 支出命令者は、前項の規定による精算書の提出があつたとき

は、その内容を検査するとともに、概算払精算書（様式第２８号の

２）を作成し、当該支出負担行為の関係書類を添えて直ちにこれ

らを会計管理者又は室長に送付しなければならない。ただし、精

算と同時に最終の支払を行う場合は、支出決議書をもつて概算払

精算書に代えることができる。

３ 省略

（概算払整理簿の記帳）

第５８条 支出命令者は、概算払をしたとき、及び概算払の精算をし

たときは、概算払整理簿に記帳しなければならない。ただし、旅

費については、この限りでない。

（誤払金等の戻入手続）

第６４条 支出命令者は、令第１５９条の規定により誤払金等の戻入を

するときは、戻入決議書兼通知書 により戻入の決定を

しなければならない。この場合において、戻入決議書兼通知書

は、第４０条に規定する書類とみなす。

２ 支出命令者は、前項の規定による戻入の決定をしたときは、戻

入決議書兼通知書 を会計管理者又は室長に送付しなけ

ればならない。

３ 支出命令者は、第１項の規定による戻入の決定をしたときは、

会計管理者又は室長の審査を経た後、納入通知書（戻入）（様式
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第３２号）を納入義務者に送付して納入の通知をしなければならな

い。

（直接払）

第６６条 省略

２ 会計管理者又は室長は、指定金融機関をして債権者に直接現金

で支払をさせるときは、領収書と引換えに支払番号札（様式第３３

号）を債権者に交付し、支出命令の書類に支払番号を記入して当

該指定金融機関に送付しなければならない。

３・４ 省略

（法定控除金等の支払）

第７２条 会計管理者又は室長は、源泉徴収した所得税、電話料その

他別に定めるものの支払をするときは、会計管理者にあつては支

払指示書及び支払証 （様式第４１号の２）に、室長にあつては

支払証 に納付書等を添えて指定金融機関又は指定代理金融機

関に送付しなければならない。

２ 省略

（支払済の表示）

第７３条 会計管理者又は室長は、支払済となつた支出命令書等又は

支出負担行為決議書兼支出命令書等 には、日付の表示

のある支払済の印を当該書類 に押印しなければな

らない。ただし、旅費の支出の集中処理業務に係るものについて

は、支払年月日を記録した電磁的記録をもつて、当該支払済印の

押印とみなす。

（収入・支出日計表の作成）

第７４条 会計管理者又は室長は、毎日の支払済額について会計別に

収入・支出日計表 を作成しなければならない。

（給与等の支出負担行為の整理）

第７８条 支出負担行為担当者は、第３９条の規定にかかわらず、給与

等（報酬

を除く。次条、第１０２条第２項、第１０３条及び第１１２条第２

項並びに別表第４において同じ。）の支出負担行為を整理すると

きは、給与支出負担行為書（様式第４４号）を支出科目の目別に作

成しなければならない。

２ 支出負担行為担当者は、前項に規定する給与支出負担行為書及

び 報酬（地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員の

うち臨時補助員の報酬を除く。）

に係る支出負担行為決議書又は支出負担行為決議書兼

支出命令書には、給与明細表（様式第４６号）を添付しなければな

らない。

（恩給の支出命令等）

第８７条 支出命令者は、恩給の支出命令をするときは、第４３条第２

項に規定する債権者内訳書 に代えて恩給支出内訳書を、隔地払

の方法によるものにあつては３部、口座振替の方法によるものに

あつては２部添付しなければならない。

（恩給の支出命令書等の送付期限）

第８８条 支出命令者は、愛媛県恩給給与規則（昭和３２年愛媛県規則

第３４号）第３４条第１項に規定する恩給の支出命令書及び支出負担

行為の関係書類を、恩給支払開始の日の８日前までに、会計管理

者に送付しなければならない。

（恩給の支払手続）

第８９条 会計管理者は、第６６条に規定する方法により恩給の支払を

するときは、同条の規定により領収書を受け取る前に、受給者に

恩給証書を提示させ、支出命令の書類と照合しなければならな

第３２号）を納入義務者に送付して納入の通知をしなければならな

い。

（直接払）

第６６条 省略

２ 会計管理者又は室長は、指定金融機関をして債権者に直接現金

で支払をさせるときは、領収書と引換えに支払番号札（様式第３３

号）を債権者に交付し、支出決議の書類に支払番号を記入して当

該指定金融機関に送付しなければならない。

３・４ 省略

（法定控除金等の支払）

第７２条 会計管理者又は室長は、源泉徴収した所得税、電話料その

他別に定めるものの支払をするときは、会計管理者にあつては支

払指示書及び払込依頼書（様式第４１号の２）に、室長にあつては

払込依頼書に納付書等を添えて指定金融機関又は指定代理金融機

関に送付しなければならない。

２ 省略

（支払済の表示）

第７３条 会計管理者又は室長は、支払済となつた支出負担行為書及

び支出決議書等又は支出負担行為書兼決議書等には、日付の表示

のある支払済の印を当該書類の支払済印の欄に押印しなければな

らない。ただし、旅費の支出の集中処理業務に係るものについて

は、支払年月日を記録した電磁的記録をもつて、当該支払済印の

押印とみなす。

（歳出日計表の作成）

第７４条 会計管理者又は室長は、毎日の支払済額について会計別に

歳出日計表（様式第４２号）を作成しなければならない。

（給与等の支出負担行為の整理）

第７８条 支出負担行為担当者は、第３９条の規定にかかわらず、給与

等（報酬及び地方公務員法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員

の給与を除く。次条、第１０２条第２項、第１０３条及び第１１２条第２

項並びに別表第４において同じ。）の支出負担行為を整理すると

きは、給与支出負担行為書（様式第４４号）を支出科目の目別に作

成しなければならない。

２ 支出負担行為担当者は、前項に規定する給与支出負担行為書並

びに報酬（地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員の

うち臨時補助員の報酬を除く。）及び同条第１項第２号に掲げる

職員の給与に係る支出負担行為書又は支出負担行為書兼決議書

には、給与明細表（様式第４６号）を添付しなければな

らない。

（恩給の支出命令等）

第８７条 支出命令者は、恩給の支出命令をするときは、第４３条第２

項に規定する支出決議内訳書に代えて恩給支出内訳書を、隔地払

の方法によるものにあつては３部、口座振替の方法によるものに

あつては２部添付しなければならない。

（恩給の支出決議書等の送付期限）

第８８条 支出命令者は、愛媛県恩給給与規則（昭和３２年愛媛県規則

第３４号）第３４条第１項に規定する恩給の支出決議書及び支出負担

行為の関係書類を、恩給支払開始の日の８日前までに、会計管理

者に送付しなければならない。

（恩給の支払手続）

第８９条 会計管理者は、第６６条に規定する方法により恩給の支払を

するときは、同条の規定により領収書を受け取る前に、受給者に

恩給証書を提示させ、支出決議の書類と照合しなければならな
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い。

２ 省略

（小切手の振出し等）

第９２条 会計管理者又は室長は、支出命令の書類に基づいて小切手

を振り出すものとし、振出年月日の記載及び押印は、当該小切手

を受取人に交付するときにしなければならない。

２ 省略

（定期預金の手続）

第１０５条 省略

２ 会計管理者は、前項の規定による手続をしたときは、その翌日

（その日が指定金融機関等で出納を取り扱わないときは、その取

り扱う最初の日）までに、預金先金融機関から預金証書及び当該

預金の解約に関する請書その他の必要な書類等を徴さなければな

らない。

（更正）

第１１２条 歳入徴収者又は支出命令者は、年度、会計又は科目の更

正を必要とするときは、歳入の場合にあつては更正決議書（歳

入） （様式第５７号）

に、歳出の場合にあつては更正決議書（歳出）（様式第５７

号の２）に関係書類を添えて会計管理者又は室長に送付しなけれ

ばならない。

２ 前項の規定にかかわらず、支出命令者は、給与等に係る年度、

会計又は科目の更正を必要とするときは、更正決議書（歳出）に

給与等更正科目内訳書（様式第５７号の３）及び関係書類を添え

て、会計管理者に送付しなければならない。

３ 省略

（歳入歳出外現金等の受入れ手続）

第１１６条 保管金等出納通知者及び会計管理者等は、歳入歳出外現

金等の受入れをするときは、収入の例によりしなければならな

い。ただし、受入れの決議及び通知は歳入歳出外現金保管決議書

（様式第６１号）によるものとする。

２ 公金振替により受入れをする歳入歳出外現金については、当該

公金振替に係る支出負担行為決議書及び支出命令書並びに支出負

担行為決議書兼返納調書を歳入歳出外現金の受入れの決議書及び

通知書とみなす。

（歳入歳出外現金等の払出し手続）

第１１９条 保管金等出納通知者及び会計管理者等は、歳入歳出外現

金等の払出しをするときは、支出の例によりしなければならな

い。ただし、払出しの決議及び通知は歳入歳出外現金払出決議書

（様式第６２号）によるものとする。

２ 公金振替により払出しをする歳入歳出外現金については、当該

公金振替に係る支出負担行為決議書及び支出命令書又は支出負担

行為決議書兼支出命令書並びに支出負担行為決議書兼返納調書を

歳入歳出外現金の払出しの決議書及び通知書とみなす。

（歳入歳出外現金整理簿等の記帳）

第１２２条 保管金等出納通知者は、歳入歳出外現金等の受入れ又は

払出しをしたときは、その都度歳入歳出外現金整理簿（執行機関

用）又は保管有価証券受払簿に記帳しなければならない。

２ 会計管理者又は室長は、歳入歳出外現金等の受入れ又は払出し

をしたときは、その都度歳入歳出外現金整理簿（会計課用・出納

機関用）又は保管有価証券出納簿に記帳しなければならない。

（県営住宅敷金の名義変更手続）

第１２４条 保管金等出納通知者は、愛媛県県営住宅管理条例（昭和

い。

２ 省略

（小切手の振出し等）

第９２条 会計管理者又は室長は、支出決議の書類に基づいて小切手

を振り出すものとし、振出年月日の記載及び押印は、当該小切手

を受取人に交付するときにしなければならない。

２ 省略

（定期預金の手続）

第１０５条 省略

２ 会計管理者は、前項の規定による手続をしたときは、即日

、預金先金融機関から預金証書及び当該

預金の解約に関する請書その他の必要な書類 を徴さなければな

らない。

（更正）

第１１２条 歳入徴収者又は支出命令者は、年度、会計又は科目の更

正を必要とするときは、歳入の場合にあつては調定更正決議書兼

通知書（様式第５７号）又は収納更正決議書兼通知書（様式第５７号

の２）に、歳出の場合にあつては更正決議書兼通知書（様式第５７

号の３）に関係書類を添えて会計管理者又は室長に送付しなけれ

ばならない。

２ 前項の規定にかかわらず、支出命令者は、給与等に係る年度、

会計又は科目の更正を必要とするときは、更正決議書兼通知書に

給与等更正科目内訳書（様式第５７号の４）及び関係書類を添え

て、会計管理者に送付しなければならない。

３ 省略

（歳入歳出外現金等の受入れ手続）

第１１６条 保管金等出納通知者及び会計管理者等は、歳入歳出外現

金等の受入れをするときは、収入の例によりしなければならな

い。

２ 公金振替により受入れをする歳入歳出外現金については、当該

公金振替に係る支出負担行為書及び支出決議書並びに戻入決議書

兼通知書 を歳入歳出外現金の受入れの決議書及び

通知書とみなす。

（歳入歳出外現金等の払出し手続）

第１１９条 保管金等出納通知者及び会計管理者等は、歳入歳出外現

金等の払出しをするときは、支出の例によりしなければならな

い。

２ 公金振替により払出しをする歳入歳出外現金については、当該

公金振替に係る支出負担行為書及び支出決議書又は支出負担行為

書兼決議書並びに戻入決議書兼通知書 を

歳入歳出外現金の払出しの決議書及び通知書とみなす。

（歳入歳出外現金出納簿等の記帳）

第１２２条 保管金等出納通知者は、歳入歳出外現金等の受入れ又は

払出しをしたときは、その都度歳入歳出外現金受払簿

又は保管有価証券受払簿に記帳しなければならない。

２ 会計管理者又は室長は、歳入歳出外現金等の受入れ又は払出し

をしたときは、その都度歳入歳出外現金出納簿

又は保管有価証券出納簿に記帳しなければならない。

（県営住宅敷金の名義変更手続）

第１２４条 保管金等出納通知者は、愛媛県県営住宅管理条例（昭和
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３５年愛媛県条例第１５号）第１７条第８項の承認の通知があつたとき

は、歳入歳出外現金整理簿（執行機関用）にその旨を記帳し、直

ちに訂正書（歳入歳出外現金項目訂正）（様式第７０号）を会計管

理者又は室長に送付しなければならない。

２ 会計管理者又は室長は、前項の規定による名義変更決議書兼通

知書の送付を受けたときは、歳入歳出外現金整理簿（会計課用・

出納機関用）にその旨を記帳しなければならない。

（銀行突合表の作成等）

第１８３条 会計管理者は、毎月、銀行突合表（歳入）（様式第８５

号）、銀行突合表（歳出）（様式第８６号）及び銀行突合表（歳入

歳出外現金） （様式第８６号の２）を作成し、公金対照表と

照合して確認しなければならない。

（収入及び支出の証拠書類）

第１８６条 証拠書類は、次の各号に掲げるものとする。

� 収入の場合にあつては、調定決議書、愛媛県収納済通知書

その他収入の基礎又はその事実を証する書類

� 支出の場合にあつては、支出負担行為決議書、支出負担行為

決議書兼支出命令書、支出命令書、契約書、請書、見積書、請

求書、委任状、領収証書その他支出の基礎又は事実を証する書

類

（公金の出納）

第１９８条 指定金融機関等は、納入通知書、納税通知書その他次の

各号に掲げる書類（以下「納入に関する書類」という。）のいず

れか又は納入に関する書類に記載すべき事項を記録した電磁的記

録に基づかなければ、公金を収納してはならない。

�～� 省略

� 返納通知書

２ 指定金融機関又は指定代理金融機関は、会計管理者又は室長が

発行した小切手その他次の各号に掲げる書類のいずれかに基づか

なければ、公金を支出してはならない。

� 省略

� 支出命令の書類

�～� 省略

３ 指定金融機関又は指定代理金融機関は、返納通知書 に

より公金を収納したとき（指定金融機関において収納代理金融機

関から誤払金等の愛媛県収納済通知書の送付を受けたときを含

む。）は、歳出金に戻入をしなければならない。

（指定金融機関等の収納手続）

第２００条 指定金融機関等は、公金を収納したときは、納入に関す

る書類（返納通知書 を除く。以下この条において同

じ。）を速やかに取扱店及び主管取扱店にあつては総括店に、代

理取扱店及び代理主管取扱店にあつては代理総括店に、収納代理

取扱店にあつては収納代理総括店に送付しなければならない。

２ 収納代理総括店は、納入に関する書類に基づいて日別の収納集

計表（様式第９０号の２）を３部作成し、うち２部を愛媛県収納済

通知書に添えて直ちに会計管理者が指定する取扱店に送付すると

ともに、当該収納集計表に係る収納金を当該取扱店に払い込まな

ければならない。

３ 前項の取扱店は、同項に規定する収納金を受領したときは、収

納集計表に領収の印を押し、愛媛県収納済通知書

に添えて速やかに総括店に送付しなければ

ならない。

４ 総括店又は代理総括店は、納入に関する書類並びに総括店にあ

３５年愛媛県条例第１５号）第１７条第８項の承認の通知があつたとき

は、歳入歳出外現金受払簿 にその旨を記帳し、直

ちに名義変更決議書兼通知書 （様式第７０号）を会計管

理者又は室長に送付しなければならない。

２ 会計管理者又は室長は、前項の規定による名義変更決議書兼通

知書の送付を受けたときは、歳入歳出外現金出納簿

にその旨を記帳しなければならない。

（歳入月計表の作成等）

第１８３条 会計管理者は、毎月、歳入月計表 （様式第８５

号）、歳出月計表 （様式第８６号）及び歳入歳出外現金・

基金所属現金月計表（様式第８６号の２）を作成し、公金対照表と

照合して確認しなければならない。

（収入及び支出の証拠書類）

第１８６条 証拠書類は、次の各号に掲げるものとする。

� 収入の場合にあつては、調定決議書兼通知書、領収済通知書

その他収入の基礎又はその事実を証する書類

� 支出の場合にあつては、支出負担行為書、支出負担行為書兼

決議書、支出決議書 、契約書、請書、見積書、請

求書、委任状、領収証書その他支出の基礎又は事実を証する書

類

（公金の出納）

第１９８条 指定金融機関等は、納入通知書、納税通知書その他次の

各号に掲げる書類（以下「納入に関する書類」という。）のいず

れか又は納入に関する書類に記載すべき事項を記録した電磁的記

録に基づかなければ、公金を収納してはならない。

�～� 省略

� 納入通知書（戻入）

２ 指定金融機関又は指定代理金融機関は、会計管理者又は室長が

発行した小切手その他次の各号に掲げる書類のいずれかに基づか

なければ、公金を支出してはならない。

� 省略

� 支出決議の書類

�～� 省略

３ 指定金融機関又は指定代理金融機関は、納入通知書（戻入）に

より公金を収納したとき（指定金融機関において収納代理金融機

関から誤払金等の領収済通知書 の送付を受けたときを含

む。）は、歳出金に戻入をしなければならない。

（指定金融機関等の収納手続）

第２００条 指定金融機関等は、公金を収納したときは、納入に関す

る書類（納入通知書（戻入）を除く。以下この条において同

じ。）を速やかに取扱店及び主管取扱店にあつては総括店に、代

理取扱店及び代理主管取扱店にあつては代理総括店に、収納代理

取扱店にあつては収納代理総括店に送付しなければならない。

２ 収納代理総括店は、納入に関する書類に基づいて日別の収納集

計表（様式第９０号の２）を３部作成し、領収済通知書

に添えて直ちに会計管理者が指定する取扱店に送付すると

ともに、当該収納集計表に係る収納金を当該取扱店に払い込まな

ければならない。

３ 前項の取扱店は、同項に規定する収納金を受領したときは、収

納集計表に領収の印を押し、１部は収納代理総括店に交付し、他

の２部は領収済通知書に添えて速やかに総括店に送付しなければ

ならない。

４ 総括店又は代理総括店は、納入に関する書類並びに総括店にあ
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つては前項の規定により送付された愛媛県収納済通知書及び収納

集計表に基づいて本庁及び各地方局別に日計表（様式第９１号）を

２部作成し、１部は納入に関する書類及び総括店にあつては収納

集計表に添えて保管し、他の１部は愛媛県収納済通知書並びに総

括店にあつては国庫金等の振込みに係るものがあるときは国庫金

等振込通知書（様式第９２号）及び収納集計表を添えて速やかに会

計管理者又は室長（地方税法の規定による徴収金並びに特別法人

事業税に係る徴収金及び地方法人特別税については、地方局長）

に送付しなければならない。

５・６ 省略

（直接払の手続）

第２０７条 指定金融機関は、債権者から支払番号札を提示して支払

の請求があつたときは、第６６条第２項の規定により送付を受けた

支出命令の書類と照合して支払をしなければならない。

２ 指定金融機関は、第６６条第４項の規定により直接払実績表の送

付を受けたときは、前項に規定する支出命令の書類及び支払番号

札を会計管理者又は室長に送付しなければならない。

３ 省略

（直接払実績表及び支払済通知書の作成）

第２２０条 主管取扱店又は代理主管取扱店は、会計管理者又は室長

から送付を受けた支出命令の書類、支払通知書又は支払指示書に

基づいて当日の直接払実績表及び支払済通知書を作成し、即日直

接払実績表にあつては会計管理者又は室長に、支払済通知書にあ

つては会計管理者に提出しなければならない。

（日計表の作成等）

第２２０条の２ 指定金融機関又は指定代理金融機関は、誤払金等を

収納したときは返納通知書 を、隔地払に係る支払を行つ

たときは送金通知書を、取扱店及び主管取扱店にあつては総括店

に、代理取扱店及び代理主管取扱店にあつては代理総括店に速や

かに送付しなければならない。

２ 収納代理取扱店は、誤払金等の返納金を収納したときは、返納

通知書 を収納代理総括店に速やかに送付しなければなら

ない。

３ 収納代理総括店は、返納通知書 に基づいて日別の収納

集計表を３部作成し、うち２部は愛媛県収納済通知書に添えて直

ちに第２００条第２項の取扱店に送付するとともに、当該収納集計

表に係る返納金を当該取扱店に払い込まなければならない。

４ 前項の取扱店は、同項に規定する返納金を受領したときは、収

納集計表に領収の印を押し、愛媛県収納済通知書

に添えて速やかに総括店に送付しなければ

ならない。

５ 省略

６ 総括店及び代理総括店は、第１項及び前項に規定する返納通知

書 、送金通知書、直接払実績表、支払指示書、公金振替

書、直接払公金振替書及び支払取消指示書（以下「支出に関する

日計表作成に要する書類」という。）並びに総括店にあつては第

４項の規定により送付された愛媛県収納済通知書及び収納集計表

に基づいて本庁及び各地方局別に日計表を２部作成し、１部は支

出に関する日計表作成に要する書類及び総括店にあつては収納集

計表に添えて保管し、他の１部は愛媛県収納済通知書、公金振替

済通知書、直接払公金振替済通知書、支払取消済通知書及び総括

店にあつては収納集計表を添えて会計管理者又は室長に送付しな

ければならない。

つては前項の規定により送付された領収済通知書 及び収納

集計表に基づいて本庁及び各地方局別に日計表（様式第９１号）を

２部作成し、１部は納入に関する書類及び総括店にあつては収納

集計表に添えて保管し、他の１部は領収済通知書 並びに総

括店にあつては国庫金等の振込みに係るものがあるときは国庫金

等振込通知書（様式第９２号）及び収納集計表を添えて速やかに会

計管理者又は室長（地方税法の規定による徴収金並びに特別法人

事業税に係る徴収金及び地方法人特別税については、地方局長）

に送付しなければならない。

５・６ 省略

（直接払の手続）

第２０７条 指定金融機関は、債権者から支払番号札を提示して支払

の請求があつたときは、第６６条第２項の規定により送付を受けた

支出決議の書類と照合して支払をしなければならない。

２ 指定金融機関は、第６６条第４項の規定により直接払実績表の送

付を受けたときは、前項に規定する支出決議の書類及び支払番号

札を会計管理者又は室長に送付しなければならない。

３ 省略

（直接払実績表及び支払済通知書の作成）

第２２０条 主管取扱店又は代理主管取扱店は、会計管理者又は室長

から送付を受けた支出決議の書類、支払通知書又は支払指示書に

基づいて当日の直接払実績表及び支払済通知書を作成し、即日直

接払実績表にあつては会計管理者又は室長に、支払済通知書にあ

つては会計管理者に提出しなければならない。

（日計表の作成等）

第２２０条の２ 指定金融機関又は指定代理金融機関は、誤払金等を

収納したときは納入通知書（戻入）を、隔地払に係る支払を行つ

たときは送金通知書を、取扱店及び主管取扱店にあつては総括店

に、代理取扱店及び代理主管取扱店にあつては代理総括店に速や

かに送付しなければならない。

２ 収納代理取扱店は、誤払金等の返納金を収納したときは、納入

通知書（戻入）を収納代理総括店に速やかに送付しなければなら

ない。

３ 収納代理総括店は、納入通知書（戻入）に基づいて日別の収納

集計表を３部作成し、領収済通知書 に添えて直

ちに第２００条第２項の取扱店に送付するとともに、当該収納集計

表に係る返納金を当該取扱店に払い込まなければならない。

４ 前項の取扱店は、同項に規定する返納金を受領したときは、収

納集計表に領収の印を押し、１部は収納代理総括店に交付し、他

の２部は領収済通知書に添えて速やかに総括店に送付しなければ

ならない。

５ 省略

６ 総括店及び代理総括店は、第１項及び前項に規定する納入通知

書（戻入）、送金通知書、直接払実績表、支払指示書、公金振替

書、直接払公金振替書及び支払取消指示書（以下「支出に関する

日計表作成に要する書類」という。）並びに総括店にあつては第

４項の規定により送付された領収済通知書 及び収納集計表

に基づいて本庁及び各地方局別に日計表を２部作成し、１部は支

出に関する日計表作成に要する書類及び総括店にあつては収納集

計表に添えて保管し、他の１部は領収済通知書 、公金振替

済通知書、直接払公金振替済通知書、支払取消済通知書及び総括

店にあつては収納集計表を添えて会計管理者又は室長に送付しな

ければならない。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１０９８

７・８ 省略

（証拠書類の保存）

第２２５条 指定金融機関等は、次に掲げる証拠書類を年度経過後５

年保存しなければならない。ただし、第２号に掲げる領収書その

他支払に係る証拠書類については、年度経過後１０年保存しなけれ

ばならない。

� 納入通知書、払込書、収納に係る公金振替書及び直接払公金

振替書並びに支払指示書、預金通知書、納入通知書（国庫支出

金等）、証紙売却代金払込書、その他収納に係る証拠書類

� 小切手、直接払実績表、支払指示書、支払に係る公金振替書

及び直接払公金振替書、支払取消指示書、返納通知書

、領収書その他支払に係る証拠書類

� 省略

別表第１（第３７条関係）

７・８ 省略

（証拠書類の保存）

第２２５条 指定金融機関等は、次に掲げる証拠書類を年度経過後５

年保存しなければならない。ただし、第２号に掲げる領収書その

他支払に係る証拠書類については、年度経過後１０年保存しなけれ

ばならない。

� 納入通知書、払込書、収納に係る公金振替書及び直接払公金

振替書並びに支払指示書、預金通知書、国庫金等収納通知書

、証紙売却代金払込書、その他収納に係る証拠書類

� 小切手、直接払実績表、支払指示書、支払に係る公金振替書

及び直接払公金振替書、支払取消指示書、納入通知書（戻

入）、領収書その他支払に係る証拠書類

� 省略

別表第１（第３７条関係）

区 分

支出負担

行為とし

て整理す

る時期

支出負担

行為の範

囲

支出負担行為に

必要な主な書類

支出負担行

為決議書又

は支出負担

行為決議書

兼支出命令

書に付記す

る主な事項

区 分

支出負担

行為とし

て整理す

る時期

支出負担

行為の範

囲

支出負担行為に

必要な主な書類

支出負担行

為書又は支

出負担行為

書兼決議書

に付記す

る主な事項

契約の

とき。

支出決

定のと

き。

契約の

とき。

支出決

定のと

き。

省略 省略

別表第２（第３７条関係） 別表第２（第３７条関係）

区 分

支出負担

行為とし

て整理す

る時期

支出負担

行為の範

囲

支出負担行為に

必要な主な 書

類

支出負担行

為決議書又

は支出負担

行為決議書

兼支出命令

書に付記す

る主な事項

区 分

支出負担

行為とし

て整理す

る時期

支出負担

行為の範

囲

支出負担行為に

必要なおもな書

類

支出負担行

為書又は支

出負担行為

書兼決議書

に付記す

る主な事項

契約の

とき。

支出決

定のと

き。

契約の

とき。

支出決

定のと

き。

省略 省略

別表第４（第７８条、第２２６条関係） 別表第４（第７８条、第２２６条関係）

帳簿の種類及び様式 記帳の原因、時期等 記帳者 帳簿の種類及び様式 記帳の原因、時期等 記帳者

省略 省略

歳入整理簿（執行機

関用）（様 式 第１０３

号）

歳入の調定、過誤納

金の払戻しの決議、

年度、会計又は科目

の更正、未収入金の

繰越し、不納欠損の

整理等をしたとき及

び愛媛県収納済通知

書、領収済額取消通

知書等の送付を受け

たとき。

省略 収入整理簿

（様 式 第１０３

号）

歳入の調定、過誤納

金の払戻しの決議、

年度、会計又は科目

の更正、未収入金の

繰越し、不納欠損の

整理等をしたとき及

び領収済通知書

、領収済額取消通

知書等の送付を受け

たとき。

省略

省略 省略

歳入整理簿（会計課

用・出 納 機 関 用）

（様式第１０５号）

過誤納金の払戻しを

したとき及び調定決

議 書、更 正 決 議 書

（歳入）、愛媛県収

納済通知書

省略 歳入簿

（様式第１０５号）

過誤納金の払戻しを

したとき及び調定決

議書兼通知書、調定

更正決議書 兼 通 知

書、収納更正決議書

省略



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１０９９

様式第３号及び様式第４号を次のように改める。

、領収済額取消

通知書等の送付を受

けたとき。

兼通知書、領収済通

知書、領収済額取消

通知書等の送付を受

けたとき。

歳入総括簿（様式第

１０６号）

歳入簿の月計をした

とき。

会計管理者

前渡資金整理簿（様

式第１０７号）

資金を前渡したとき

及び前渡資金の精算

をしたとき。

支出命令者

概算払整理簿（様式

第１０８号）

概算払をしたとき及

び概算払の精算をし

たとき。

支出命令者

戻入整理簿（様式第

１０８号の２）

誤払金等の戻入をす

るとき。

支出負担行為担

当者

支出命令者

省略 省略

歳出整理簿（執行機

関用）（様 式 第１１２

号）

省略 歳出予算執行整理簿

（様 式 第１１２

号）

省略

歳出整理簿（会計課

用・出 納 機 関 用）

（様式第１１３号）

支出、支出の取消し

等をしたとき及び誤

払金等の愛媛県収納

済通知書、更正決議

書（歳出）等の送付

を受けたとき。

省略 歳出簿

（様式第１１３号）

支出、支出の取消し

等をしたとき及び誤

払金等の領収済通知

書、更正決議書兼通

知書等 の送付

を受けたとき。

省略

歳出総括簿（様式第

１１４号）

歳出簿の月計をした

とき。

会計管理者

省略 省略

歳入歳出外現金整理

簿（執 行 機 関 用）

（様式第１１７号）

省略 歳入歳出外現金受払

簿

（様式第１１７号）

省略

省略 省略

歳入歳出外現金整理

簿（会計課用・出納

機 関 用）（様 式 第

１２０号）

省略 歳入歳出外現金出納

簿

（様 式 第

１２０号）

省略

総括歳入歳出外現金

出納簿（様式第１２１

号）

歳入歳出外現金出納

簿の月計を し た と

き。

会計管理者

省略 省略



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１００

様式第３号（第１４条、第１５条、第１８６条、別表第４関係） 調定決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１０１

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１０２

様式第４号（第１４条、第１５条関係） 徴収決定外誤納調定命令決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１０３

様式第７号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１０４

様式第７号（第１７条―第２０条、第２２条、第２８条―第３０条、第２０２条、第２２５条、別表第４関係） 納入通知書

（表）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１０５

（裏）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１０６

様式第１１号（その３）を様式第１１号（その４）とし、様式第１１号（その２）を様式第１１号（その３）とし、様式第１１号（その１）の次

に次のように加える。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１０７

様式第１１号（その２）

（表）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１０８

（裏）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１０９

様式第１２号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１１０

様式第１２号（第２６条、第２２５条関係） 納入通知書（国庫支出金等）

（表）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１１１

（裏）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１１２

様式第１７号の２から様式第２１号の２までを次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１１３

様式第１７号の２（第３２条関係） 戻出命令決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１１４

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１１５

様式第１８号（第３２条関係） 過誤納金充当命令決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１１６

様式第１９号（第３３条関係） 不納欠損登録票



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１１７

別紙



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１１８

様式第２０号（第３５条、第７４条関係） 収入・支出日計表



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１１９

様式第２１号（第３９条、第４６条、第７８条、第１１６条、第１１９条、第１８６条、別表第１、別表第２、様式第５０号関係） 支出負担行為決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２０

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２１

様式第２１号の２（第３９条、第４２条、第４３条、第４６条―第４８条、第７３条、第７８条、第１１９条、第１８６条、別表第１、別表第２関係） 支出負担

行為決議書兼支出命令書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２２

様式第２１号の２の次に次の１様式を加える。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２３

様式第２１号の３（第４０条関係） 支出負担行為変更決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２４

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２５

様式第２２号及び様式第２３号を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２６

様式第２２号（第４２条、第４３条、第４５条、第４７条、第４８条、第５７条、第７３条、第８８条、第１１６条、第１１９条、第１８６条、様式第２０号、様式第４２

号、様式第５０号関係） 支出命令書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２７

様式第２３号（第４３条、第８７条関係） 債権者内訳書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２８

様式第２４号の２から様式第２７号までを次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１２９

様式第２４号の２（第４６条関係） 支払取消命令書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１３０

様式第２５号（第４７条、第６４条、第１１６条、第１１９条関係） 支出負担行為決議書兼返納調書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１３１

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１３２

様式第２６号（第４７条関係） 控除内訳書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１３３

様式第２７号（第５２条、第５７条関係） 精算調書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１３４

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１３５

様式第２８号の２を削る。

様式第３２号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１３６

様式第３２号（第６４条、第１９８条、第２００条、第２２０条の２、第２２５条、様式第２５号関係） 返納通知書

（表）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１３７

（裏）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１３８

様式第３６号（その１）を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１３９

様式第３６号（その１）

（表）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１４０

（裏）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１４１

様式第４１号の２を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１４２

様式第４１号の２（第７２条関係） 支払証



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１４３

様式第４２号を次のように改める。

様式第４２号 削除

様式第４４号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１４４

様式第４４号（第７８条関係） 給与支出負担行為書

様式第４４号（その１）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１４５

様式第４４号（その２）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１４６

様式第４６号及び様式第４７号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１４７

様式第４６号（第７８条、第８２条、第８３条関係） 給与明細表

様式第４６号（その１）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１４８

様式第４６号（その２）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１４９

様式第４６号（その３）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１５０

様式第４７号（第７９条、第８０条関係） 給与支出決議書

様式第４７号（その１）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１５１

様式第４７号（その２）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１５２

様式第５０号注１中「支出負担行為書」を「支出負担行為決議書」に、「支出決議書」を「支出命令書」に改め、様式第５７号から様式

第５７号の３までを次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１５３

様式第５７号（第１１２条、別表第４関係） 更正決議書（歳入）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１５４

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１５５

様式第５７号の２（第１１２条、別表第４関係） 更正決議書（歳出）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１５６

別紙



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１５７

様式第５７号の３（第１１２条関係） 給与等更正科目内訳書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１５８

様式第５７号の４を削る。

様式第６１号及び様式第６２号を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１５９

様式第６１号（第１１６条関係） 歳入歳出外現金保管決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１６０

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１６１

様式第６２号（第１１９条関係） 歳入歳出外現金払出決議書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１６２

別紙



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１６３

様式第７０号を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１６４

様式第７０号（第１２４条関係） 訂正書（歳入歳出外現金項目訂正）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１６５

様式第８４号から様式第８６号の２までを次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１６６

様式第８４号（第１８２条関係） 税外諸収入報告書



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１６７

様式第８５号（第１８３条関係） 銀行突合表（歳入）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１６８

様式第８６号（第１８３条関係） 銀行突合表（歳出）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１６９

様式第８６号の２（第１８３条関係） 銀行突合表（歳入歳出外現金）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１７０

様式第９６号の４中「、様式第４２号」を削る。

様式第１０３号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１７１

様式第１０３号（別表第４関係） 歳入整理簿（執行機関用）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１７２

様式第１０４号（その１）及び同様式（その２）を削り、同様式（その３）を同様式とする。

様式第１０５号から様式第１０８号までを次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１７３

様式第１０５号（別表第４関係） 歳入整理簿（会計課用・出納機関用）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１７４

様式第１０６号から様式第１０８号まで 削除

様式第１０８号の２を削る。

様式第１１２号から様式第１１４号までを次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１７５

A B C

A B

B C

様式第１１２号（別表第４条関係） 歳出整理簿（執行機関用）



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１７６

A
B

A B （C）

A B

B C

様式第１１３号（別表第４関係） 歳出整理簿（会計課用・出納機関用）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１７７

様式第１１４号 削除

様式第１１７号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１７８

様式第１１７号（第１２２条、第１２４条、別表第４関係） 歳入歳出外現金整理簿（執行機関用）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１７９

様式第１２０号及び様式第１２１号を次のように改める。



愛
媛

県
報

令
和
５
年
１１
月
６
日

第
４５７
号

１１８０

様式第１２０号（第１２２条、第１２４条、別表第４関係） 歳入歳出外現金整理簿（会計課用・出納機関用）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８１

��������������

様式第１２１号 削除

附 則

（施行期日）

１ この規則は、公布の日から施行する。

（愛媛県会計規則の一部改正に伴う経過措置）

２ この規則施行の際現にある第２条の規定による改正前の愛媛県会計規則様式第７号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂正

して使用することができる。

（愛媛県証紙条例施行規則の一部改正）

３ 愛媛県証紙条例施行規則（昭和３９年愛媛県規則第４２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県証紙条例施行規則の一部改正に伴う経過措置）

４ この規則施行の際現にある前項の規定による改正前の愛媛県証紙条例施行規則第８号の規定による書類の用紙は、当分の間、これを訂

正して使用することができる。

（愛媛県用品調達規則の一部改正）

５ 愛媛県用品調達規則（昭和４１年愛媛県規則第２２号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�愛媛県規則第４６号
愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県行政組織規則の一部を改正する規則

愛媛県行政組織規則（昭和５５年愛媛県規則第１５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

様式第８号（第１３条関係）

（その１）

様式第８号（第１３条関係）

（その１）

省略 省略

帳票区分 所属箇所
出納

区分
会計 予算計上課

省略
帳票区分 所属箇所

出納

区分
会計 予算主管課

省略

省略 省略

省略 省略

注 省略

（その２）

注 省略

（その２）

省略 省略

帳票区分 所属箇所
出納

区分
会計 予算計上課

省略
帳票区分 所属箇所

出納

区分
会計 予算主管課

省略

省略 省略

省略 省略

注 省略 注 省略

改 正 後 改 正 前

（支出負担行為決議書の様式の特例）

第１４条 随意契約による用品の調達に係る支出負担行為決議書の様

式については、愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の

規定にかかわらず、別に定める様式によることができる。

（支出負担行為書 の様式の特例）

第１４条 随意契約による用品の調達に係る支出負担行為書 の様

式については、愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の

規定にかかわらず、別に定める様式によることができる。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８２

��������������

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県規則第４７号
愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則の一部を改正する規則

愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則（昭和４０年愛媛県規則第１９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（県民環境部各課の所掌事務）

第９条 省略

２～５ 省略

６ 環境・ゼロカーボン推進課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� エネルギーの使用の合理化及び非化石エネルギーへの転換等

に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に基づくエネルギー管理

に関すること。

�～� 省略

７・８ 省略

（県民環境部各課の所掌事務）

第９条 省略

２～５ 省略

６ 環境・ゼロカーボン推進課の所掌事務は、次のとおりとする。

�～� 省略

� エネルギーの使用の合理化等に関する法律

（昭和５４年法律第４９号）に基づくエネルギー管理

に関すること。

�～� 省略

７・８ 省略

改 正 後 改 正 前

（母子福祉資金の貸付けに関する調査 ）

第４条 知事 は、第３条第１項の規定による貸付申請書を受け

取つたときは、速やかに母子福祉資金貸付申請書調査書（様式第

３号）により必要な調査を行わなければ

ならない。

（母子福祉資金のうち、母子修学資金の交付の停止及び減額）

第１３条 知事は、令第１１条の規定により、母子修学資金の貸付金の

交付を停止し、又はその額を減額したときは、母子福祉資金貸付

休止決定通知書（様式第１６号）又は母子福祉資金貸付金減額決定

通知書（様式第１７号）によりその旨を当該貸付金の貸付を受けて

いる者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金に係る違約金の不徴収願等）

第１６条 省略

２ 知事は、前項の規定による違約金不徴収願を受け取つた場合に

おいて、承認することを決定したときは母子福祉資金違約金不徴

収決定通知書 （様式第２１号）により、承認しないことを決定

したときは母子福祉資金違約金不徴収不承認決定通知書（様式第

２２号）により、それぞれその旨を当該母子福祉資金貸付金の貸付

けを受けた者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金の償還金の支払猶予及び償還免除）

第１７条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長は、第１項の規定による 償還免除の申請

があつたときは、２０日以内に必要な調査を行い意見を付して当該

申請書を知事に提出しなければならない。

５ 知事は、第１項の規定による申請書を受け取つた場合におい

て、支払猶予又は償還免除をすることを決定したときは母子福祉

資金償還金支払猶予決定通知書 （様式第２４号）又は母子福祉

（母子福祉資金の貸付けに関する調査等）

第４条 地方局長は、第３条第１項の規定による貸付申請書を受け

取つたときは、速やかに母子福祉資金貸付申請書調査書（様式第

３号）により必要な調査を行い、意見を付して当該書類を進達書

（様式第４号）により知事に提出しなければならない。

（母子福祉資金のうち、母子修学資金の交付の停止及び減額）

第１３条 知事は、令第１１条の規定により、母子修学資金の貸付金の

交付を停止し、又はその額を減額したときは、母子修学資金交付

停止決定通知書（様式第１６号）又は母子修学資金貸付減額決定通

知書 （様式第１７号）によりその旨を当該貸付金の貸付を受けて

いる者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金に係る違約金の不徴収願等）

第１６条 省略

２ 知事は、前項の規定による違約金不徴収願を受けとつた場合に

おいて、承認することを決定したときは母子福祉資金違約金不徴

収承認決定通知書（様式第２１号）により、承認しないことを決定

したときは母子福祉資金違約金不徴収不承認決定通知書（様式第

２２号）により、それぞれその旨を当該母子福祉資金貸付金の貸付

けを受けた者に通知するものとする。

（母子福祉資金貸付金の償還金の支払猶予及び償還免除）

第１７条 省略

２・３ 省略

４ 地方局長は、第１項の規定による支払猶予又は償還免除の申請

があつたときは、２０日以内に必要な調査を行い意見を付して当該

申請書を知事に提出しなければならない。

５ 知事は、第１項の規定による申請書を受けとつた場合におい

て、支払猶予又は償還免除をすることを決定したときは母子福祉

資金償還金支払猶予免除決定通知書（様式第２４号）



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８３

様式第３号から様式第７号までを次のように改める。

資金償還免除決定通知書（様式第２４号の２）により、支払猶予又

は償還免除をしないことを決定したときは母子福祉資金償還金支

払猶予不承認決定通知書 （様式第２５号）又は母子福祉資金償

還免除不承認決定通知書（様式第２５号の２）により、それぞれそ

の旨を当該申請者に通知するものとする。

により、支払猶予又

は償還免除をしないことを決定したときは母子福祉資金償還金支

払猶予免除不承認決定通知書（様式第２５号）

により、それぞれそ

の旨を当該申請者に通知するものとする。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８４

様式第３号（第３条関係） 母子福祉資金貸付申請書調査書

様式第３号（その１） 配偶者のない女子で現に児童を扶養しているもの及び寡婦に対する貸付用



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８５



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８６

様式第３号（その２） 児童に対する貸付用



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８７



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８８

様式第４号 削除



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１８９

様式第５号（第５条関係） 母子福祉資金貸付決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９０

様式第６号（第５条関係） 母子福祉資金貸付不承認決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９１

様式第７号（第６条関係） 母子福祉資金借用書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９２

様式第１０号及び様式第１１号を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９３

様式第１０号（第９条関係） 母子福祉資金貸付継続決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９４

様式第１１号（第９条関係） 母子福祉資金貸付継続不承認決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９５

様式第１６号から様式第２２号までを次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９６

様式第１６号（第１３条関係） 母子福祉資金貸付休止決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９７

様式第１７号（第１３条関係） 母子修学資金貸付減額決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９８

様式第１８号（第１４条関係） 母子福祉資金貸付停止決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１１９９

様式第１９号（第１５条関係） 母子福祉資金貸付金一時償還請求書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２００

様式第２０号（第１６条関係） 母子福祉資金違約金不徴収願



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０１

様式第２１号（第１６条関係） 母子福祉資金違約金不徴収決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０２

様式第２２号（第１６条関係） 母子福祉資金違約金不徴収不承認決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０３

様式第２４号を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０４

様式第２４号（第１７条関係） 母子福祉資金償還金支払猶予決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０５

様式第２４号の次に次の１様式を加える。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０６

様式第２４号の２（第１７条関係） 母子福祉資金償還免除決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０７

様式第２５号を次のように改める。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０８

様式第２５号（第１７条関係） 母子福祉資金償還金支払猶予不承認決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２０９

様式第２５号の次に次の１様式を加える。



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２１０

様式第２５号の２（第１７条関係） 母子福祉資金償還免除不承認決定通知書



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２１１

��������������

附 則

１ この規則は、公布の日から施行する。

２ この規則の施行の際現に提出されている改正前の愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則様式第７号及び様式第２０号の規定によ

る書類は、改正後の愛媛県母子及び父子並びに寡婦福祉法施行細則様式第７号及び様式第２０号の規定による書類とみなす。

�愛媛県規則第４８号
愛媛県会計規則の一部を改正する規則を次のように定める。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県会計規則の一部を改正する規則

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１６

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１７号から第２４号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 観光スポーツ文化部観光交流局観光国際課国際交流グループ

担当係長

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

� 出納局の会計課長に委任させる事務は、本庁各課及び地方機

関に属する会計事務のうち、次に掲げるもの（第１６号に掲げる

会計事務を除く。）とする。

ア～ウ 省略

�～� 省略

� 観光スポーツ文化部観光交流局観光国際課国際交流グループ

担当係長に委任させる事務は、本庁各課又は地方機関に属する

会計事務のうち、観光国際課が指定納付受託者に納付させる愛

（出納員）

第４条 出納員は、別に辞令を用いるもののほか、第１号から第１５

号までに掲げる職にある者をもつて充て、第１６号から第２３号まで

に掲げる職にある者については、法第１７２条第１項に規定する職

員（以下「職員」という。）に任命されていない場合にあつて

は、これらの号に掲げる職にある間に限り、職員に任命されてい

るものとして、これらの職にある者をもつてこれに充てる。

�～� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

（会計管理者等の事務の一部委任）

第７条 会計管理者をして出納員に委任させる事務は、次のとおり

とする。

� 出納局の会計課長に委任させる事務は、本庁各課及び地方機

関に属する会計事務のうち、次に掲げるもの（第１５号に掲げる

会計事務を除く。）とする。

ア～ウ 省略

�～� 省略



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２１２

告 示

�愛媛県告示第１１４７号
次の県営土地改良事業の工事が完了したので、土地改良法（昭和

２４年法律第１９５号）第１１３条の３第３項の規定により公告する。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１１４８号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１４条第９項の規定に基づき、

愛媛県資源管理方針（令和４年１２月愛媛県告示第１３４４号）を次のと

おり変更した。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 資源管理に関する基本的な事項

� 本県の水産業の状況

本県の水産業は、平成３０年には生産量で１３７，６６３トン、生産

額は８８７億円に上り、全国でも上位に位置している。また、同

年における漁業経営体数は３，４４４経営体であり、水産業は、多

くの沿岸地域において中核的な産業となっている。このように

水産業は、本県の均衡ある発展のためにも極めて重要な産業で

あり、今後とも水産業の振興を図っていくためには、水産資源

を適切に管理し、合理的に利用していくことが必要である。

� 本県の責務

本県は、漁業法（以下「法」という。）第６条の規定に基づ

き、国とともに資源管理を適切に実施する責務を有する。この

ため、国と協力しつつ、本県の管轄する水面の資源調査、資源

評価及び資源管理を行うとともに、法第１０条第１項の規定に基

づき、必要と認めるときは、農林水産大臣に対し、資源評価が

行われていない水産資源について資源評価を要請するものとす

る。

２ 特定水産資源ごとの知事管理区分

知事管理区分は、特定水産資源ごとに漁獲量の管理を行うため、

知事が設定する管理区分であり、管理区分ごとに少なくとも以下

の事項を定めるものとする。

� 水域

� 対象とする漁業

� 漁獲可能期間

３ 特定水産資源ごとの漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 漁獲可能量

漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準は、漁獲実績を基

礎とし、当該特定水産資源を漁獲対象とする漁業の実態その他

の事情を勘案して、特定水産資源ごとに定めることとする。

� 留保枠の設定

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等に対応す

るため、特定水産資源ごとに漁獲可能量に留保枠を設けること

ができることとする。

� 数量の融通

年によって異なる漁場形成の変動や想定外の来遊等により生

じる、それぞれの知事管理区分に配分した数量の過不足が、漁

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）別表６の表１７の

項に掲げる手数料の収納及び保管に関すること。

� 省略

� 土木部土木管理局土木管理課契約・建設業グループ担当係長

（土木管理課長が指定した者に限る。）に委任させる事務は、

本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、土木管理課が

指定納付受託者に納付させる愛媛県手数料条例

別表５の表１の項、２の項、６の項及び６の２

の項に掲げる手数料の収納及び保管に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

	 省略


 警察本部の会計課長に委任させる事務は、警察本部に属する

会計事務のうち、次に掲げるもの（次号、第１９号及び第２１号に

掲げる会計事務を除く。）とする。

ア・イ 省略

� 省略

� 省略


 省略

� 省略

２ 省略

� 省略

� 土木部土木管理局土木管理課契約・建設業グループ担当係長

（土木管理課長が指定した者に限る。）に委任させる事務は、

本庁各課又は地方機関に属する会計事務のうち、土木管理課が

指定納付受託者に納付させる愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛

県条例第３号）別表５の表１の項、２の項、６の項及び６の２

の項に掲げる手数料の収納及び保管に関すること。

� 省略

� 省略

� 省略

� 省略

	 警察本部の会計課長に委任させる事務は、警察本部に属する

会計事務のうち、次に掲げるもの（次号、第１８号及び第２０号に

掲げる会計事務を除く。）とする。

ア・イ 省略


 省略

� 省略

� 省略


 省略

２ 省略

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

ため池等整備事業 古田上池地区
（西条市） 令和５年９月２５日



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２１３

業者及び関連業者に与える影響を緩和するため、�及び�の規
定に基づく配分後の関係団体による要望及び知事管理区分ごと

の知事管理漁獲可能量の消化状況を踏まえて、知事管理区分間

における数量の融通を可能な範囲で行い、それぞれの知事管理

区分に配分することで、当該影響の緩和に努めるものとする。

４ 知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法

知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法は、漁獲割当てによる

管理を基本とする。それ以外の知事管理区分については、漁獲量

の総量の管理を行うが、科学的知見の蓄積、漁獲量等の報告体制

の整備等が整ったものから、順次、漁獲割当てによる管理に移行

するものとする。

５ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

� 特定水産資源

特定水産資源については、資源管理基本方針（令和２年１０月

農林水産省告示第１９８２号）に即して、当該特定水産資源ごとの

資源管理の目標の達成に効果があると認める場合には、小型魚

の漁獲を避けるための網目等の漁具の制限等、漁獲可能量によ

る管理以外の管理手法を活用し、漁獲可能量による管理と組み

合わせて資源管理を行うものとする。

また、当該特定水産資源の採捕をする者による法第１２４条第

１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公表するとともに、

当該協定に参加している者自らによる当該協定の実施状況の定

期的な検証及び取組内容の改良並びにこれらの結果の知事への

報告が行われるよう指導を行うものとする。

� 特定水産資源以外の水産資源

特定水産資源以外の水産資源については、資源管理基本方針

に即して、当該水産資源ごとの資源管理の目標の達成に向け、

最新の資源評価及び漁獲シナリオにより導かれる漁獲圧力の管

理を適切に行うために、必要と考えられる資源管理の手法によ

る管理を組み合わせて、資源管理を行うものとする。

法第１１条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって

必要な資源評価が行われていない場合には、当該資源評価が行

われるまでの間は、利用可能な最新の科学的知見を用いて資源

管理の方向性を設定することとする。

また、当該特定水産資源以外の水産資源の採捕をする者によ

る法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定した協定を公

表するとともに、当該協定に参加している者自らによる当該協

定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良並びにこれら

の結果の知事への報告が行われるよう指導を行うものとする。

６ その他資源管理に関する重要事項

� 漁獲量等の情報の収集

ア 漁獲量や漁獲状況に関する情報は、資源状況や環境変動が

資源に与える影響等を把握するために有益であり、資源評価

の精度を上げるために重要である。また、資源管理措置の遵

守状況のモニタリング等、適切な資源管理を行うためにも重

要である。

イ 漁獲量等の情報は、法第２６条第１項又は第３０条第１項の規

定による漁獲可能量による管理として行うもののほか、知事

許可漁業の許可を受けた者による資源管理の状況等の報告

（法第５８条において準用する法第５２条第１項）、漁業権者に

よる資源管理の状況等の報告（法第９０条第１項）においても

報告が義務付けられている。これらの報告により収集した情

報を農林水産大臣へ報告し、農林水産大臣及び知事が相互に

漁獲量等の情報を共有することにより、適切な資源管理に向

けてこれらの情報を活用していくこととする。

ウ また、これらの報告による漁獲量等の情報の収集の重要性

を踏まえて、より迅速かつ効率的に情報を収集することがで

きるよう、国と連携しつつ、漁業者や漁業協同組合、市場等

から漁獲量等の情報を電子的に収集・蓄積するシステムの構

築を進めるとともに、データを一元的に集約し、用途に応じ

て編集・処理することで、適切な資源管理に向けてこれらの

情報の活用が図られるようにする。

� 資源管理の進め方

新たな資源管理の推進に当たっては、漁業者その他の関係者

の理解と協力を得た上で、着実に実行していくものとする。

� 遊漁者に対する指導

遊漁者に対し、資源管理基本方針及び愛媛県資源管理方針に

基づく資源管理の実施について協力するよう指導するものとす

る。

� その他

資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価が行われ

ていない水産資源については、当該目標が定められるまでの間

は、利用可能な最新の科学的知見を用いて、漁獲努力量等のデ

ータを収集して検証を行い、必要に応じ現行の資源管理の取組

内容の改善を図る。

また、海洋生物資源の分布、回遊状況及び内容、当該資源を

取り巻く環境等についてのより詳細な科学的データ及び知見を

蓄積するため、愛媛県農林水産研究所水産研究センターを中心

とし、国及び関係都道府県との連携の下、資源管理体制の充実

強化を図る。

７ 愛媛県資源管理方針の検討

法第１４条第８項に定める場合のほか、直近の資源評価、最新の

科学的知見、漁業の動向その他の事情を勘案して、おおむね５年

ごとに、この資源管理方針についての検討を行うとともに、この

資源管理方針に記載されている個別の水産資源についても、少な

くとも５年ごとに見直しを行うものとする。

８ 個別の水産資源についての具体的な資源管理の方針

特定水産資源についての具体的な資源管理の方針は、「別紙１

の１まいわし太平洋系群」から「別紙１の６まさば及びごまさば

太平洋系群」までに、特定水産資源以外の水産資源（法第１１条第

２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な資源評価

が行われていないものを除く。）についての具体的な資源管理の

方針は、「別紙２の１かつお（中西部太平洋条約海域）」に、法

第１１条第２項第２号の資源管理の目標を定めるに当たって必要な

資源評価が行われていない水産資源の資源管理の方向性は、「別

紙３の１かたくちいわし太平洋系群」から「別紙３の２１しらす愛

媛県海域」までに、それぞれ定めるものとする。

別紙１の１

１ 特定水産資源

まいわし太平洋系群

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まいわし漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まいわしの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業
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愛媛県に住所又は主たる事務所その他の事業所の所在地

（以下「住所等」という。）がある者がまいわしを採捕する

漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網
漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙１の２

１ 特定水産資源

まあじ

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まあじ漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まあじの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がまあじを採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網
漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙１の３

１ 特定水産資源

くろまぐろ（小型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から

６月まで）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月ま

で）、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）、

愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）とする。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（４月から６月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関す

る省令（昭和３８年農林省令第５号）第１条第１項第１号に

掲げる海域をいう。以下この別紙において同じ。）

� 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（小型魚）を採捕

する漁業（以下「くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業」

という。）

� 漁獲可能期間

４月１日から同年６月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（７月から９月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

７月１日から同年９月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１０月から１２月まで）
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ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１０月１日から同年１２月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

� 愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業（１月から３月まで）

ア 当該知事管理区分を構成する事項

� 水域

中西部太平洋条約海域

� 対象とする漁業

くろまぐろ（小型魚）を採捕する漁業

� 漁獲可能期間

１月１日から同年３月末日まで

イ 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の

管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚

げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

� 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規

定による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分

における漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３

日以内とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当

該知事管理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超え

るおそれがなくなったと認めるときは、この限りではな

い。）。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 当初配分

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、原則として本県に配

分された漁獲可能量のうち、おおむね９割を直近３年間の漁獲

実績に応じてそれぞれの知事管理区分に配分し、おおむね１割

を本県の留保枠とする。ただし、それぞれの知事管理区分への

最低配分量は１トンとするとともに、国の留保からの配分、繰

越分の追加配分及び年によって異なる漁場形成の変動等を十分

に勘案して配分するものとする。

� 漁獲可能量の変更

農林水産大臣が本県の漁獲可能量を追加した場合において、

融通により本県の漁獲可能量が増加した場合は、当該追加を行

う時点が属する知事管理区分に当該追加分数量を配分すること

とし、融通以外により本県の漁獲可能量が増加した場合は、当

該追加分数量を本県の留保枠とする。また、農林水産大臣が本

県の漁獲可能量を削減した場合は、本県の留保枠から減じるこ

ととする。ただし、都道府県別漁獲可能量の削減量が本県の留

保枠より多い場合は、その差分を当該削減を行う時点が属する

知事管理区分から最低配分量の１トンを残して減じることとす

る。それでもなお本県留保枠及び知事管理漁獲可能量の削減量

の合計が都道府県別漁獲可能量の削減量に満たない場合には、

当該知事管理区分以降の知事管理区分について、漁獲可能期間

の近い管理区分から順に同様の方法で漁獲可能量を削減するこ

ととする。

� 留保枠からの配分

本県の留保枠については、愛媛県くろまぐろ（小型魚）漁業

（１０月から１２月まで）の漁獲実績が確定した後、原則として本

県の当初配分のおおむね１割を残して愛媛県くろまぐろ（小型

魚）漁業（翌年１月から３月まで）に配分することとする。

ただし、知事管理区分における漁獲量が当該知事管理漁獲可

能量を超えており又は超えるおそれがあると知事が認めた場合

は、当該特定水産資源の来遊状況等を踏まえ、本県の当初配分

のおおむね１割を残し、必要とする漁獲可能量を当該知事管理

区分に配分するものとする。

� 漁獲可能量の繰越

知事管理区分における漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超

えなかった場合は、その差分を翌知事管理区分の漁獲可能量に

加え、超えた場合は、その差分を翌知事管理区分の漁獲可能量

から減じることとする。それでもなお当該知事管理区分におけ

る知事管理漁獲可能量の削減量が前管理区分の超過分に満たな

い場合には、当該知事管理区分以降の知事管理区分について、

漁獲可能期間の近い管理区分から順に同様の方法で漁獲可能量

を減じることとする。ただし、前管理区分の超過分を減じた結

果、当該知事管理漁獲可能量が１トンを下回る場合は、不足す

る量を留保枠から配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

別紙１の４

１ 特定水産資源

くろまぐろ（大型魚）

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

中西部太平洋条約海域（漁業の許可及び取締り等に関する

省令（昭和３８年農林水産省令第５号）第１条第１項第１号に

掲げる海域をいう。以下この別紙において同じ。）

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がくろまぐろ（大型魚）を採捕す

る漁業

ウ 漁獲可能期間

周年
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� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、漁獲量の総量の管

理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、次のとおりとする。

ア 漁獲可能量の超過のおそれがない場合にあっては、陸揚げ

した日からその属する月の翌月の１０日までとする。

イ 漁獲可能量の超過のおそれがあり、知事が法第３１条の規定

による公表を行った場合にあっては、当該知事管理区分にお

ける漁獲可能期間の末日までは、陸揚げした日から３日以内

とする（ただし、漁獲可能量の追加配分等により当該知事管

理区分の漁獲量が当該知事管理漁獲可能量を超えるおそれが

なくなったと認めるときは、この限りではない。）。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

� 当初配分

漁獲可能量の知事管理区分への配分は、本県に配分された漁

獲可能量のおおむね９割とし、おおむね１割を留保枠とする。

なお、留保枠が１トン未満であるときは１トンとし、知事管理

区分への配分は、本県に配分された漁獲可能量から１トンを差

し引いた数量とする。

� 漁獲可能量の変更

農林水産大臣が本県の都道府県別漁獲可能量を変更した場合

には、当該変更数量の全量を本県の知事管理漁獲可能量から加

減することとする。ただし、都道府県別漁獲可能量の削減量が

本県の知事管理漁獲可能量より多い場合は、その差分を留保枠

から減じることとする。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

該当なし。

５ その他資源管理に関する重要事項

知事管理区分の漁獲量の公表に関し、法第３１条に定める場合に

該当するか否かについては、当該知事管理区分の漁獲量がその知

事管理漁獲可能量の７割を超えるときを基準として、漁獲量の推

移に応じて判断する。

別紙１の５

１ 特定水産資源

するめいか

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県するめいか漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、するめいかの採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がするめいかを採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

小型機船底びき網漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙１の６

１ 特定水産資源

まさば及びごまさば太平洋系群

２ 知事管理区分及び知事管理区分ごとの漁獲量の管理の手法等

知事管理区分は、愛媛県まさば及びごまさば漁業とする。

� 当該知事管理区分を構成する事項

ア 水域

イの対象とする漁業が、まさば及びごまさば太平洋系群の

採捕を行う水域

イ 対象とする漁業

愛媛県に住所等がある者がまさば及びごまさば太平洋系群

を採捕する漁業

ウ 漁獲可能期間

周年

� 漁獲量の管理の手法等

当該知事管理区分における管理の手法は、現行の水準以上に

漁獲量を増加させない管理とし、漁獲量等に係る報告の期限は、

陸揚げした日からその属する月の翌月の１０日までとする。

３ 漁獲可能量の知事管理区分への配分の基準

全量を当該知事管理区分に配分する。

４ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

当該知事管理区分においては、漁獲可能量による管理以外の手

法として、漁獲努力量による管理を合わせて行うこととする。こ

の場合における当該漁業に係る漁獲努力量の上限は、次の表の左

欄に掲げる漁業の種類ごとに、それぞれ同表の右欄に掲げるとお

りとする。

漁業の種類 漁獲努力量（単位：隻）

いわし、あじ、さばまき網
漁業等 １０，０８６

５ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙２の１

１ 水産資源

かつお（中西部太平洋条約海域）

２ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

３ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。
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別紙３の１

１ 水産資源

かたくちいわし太平洋系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の２

１ 水産資源

かたくちいわし瀬戸内海系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の３

１ 水産資源

ひらめ太平洋南部

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価において判断される資源水準を、令和１２年度

末までに、中位以上に回復させることを目指す。なお、当該資源

において、資源管理目標案等を示した資源評価結果が公表された

場合には、資源管理基本方針の別紙に資源管理目標が定められる

までの間、当該資源評価結果に基づく指標等を資源管理の方向性

とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の４

１ 水産資源

ひらめ瀬戸内海系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の５

１ 水産資源

たちうお太平洋中・南部

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の６

１ 水産資源

たちうお瀬戸内海

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項
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愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の７

１ 水産資源

まだい太平洋南部

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価において判断される資源水準を、令和１２年度

末までに、中位以上に回復させることを目指す。なお、当該資源

において、資源管理目標案等を示した資源評価結果が公表された

場合には、資源管理基本方針の別紙に資源管理目標が定められる

までの間、当該資源評価結果に基づく指標等を資源管理の方向性

とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の８

１ 水産資源

まだい瀬戸内海中・西部系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の９

１ 水産資源

ぶり

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１０

１ 水産資源

さわら太平洋南部

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１１

１ 水産資源

さわら瀬戸内海系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１２
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１ 水産資源

たこ愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１３

１ 水産資源

あわび愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１４

１ 水産資源

とらふぐ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群

２ 資源管理の方向性

国が行う資源評価における親魚資源量が、令和１２年度末までの

間、提案された目標管理基準値案を上回る状態を維持することを

目指す。なお、この資源管理の方向性は、国が行う資源評価を踏

まえ、資源管理基本方針の別紙に資源管理の目標が定められるま

での間に用いることとする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１５

１ 水産資源

いせえび愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１６

１ 水産資源

さざえ愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１７

１ 水産資源

いかなご愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し
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た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１８

１ 水産資源

なまこ愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の１９

１ 水産資源

いさき太平洋中・南部

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の２０

１ 水産資源

いさき瀬戸内海

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に維持することを目指す。なお、国が行う資源評価によ

り、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評価

結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

別紙３の２１

１ 水産資源

しらす愛媛県海域

２ 資源管理の方向性

「海面漁業生産統計調査」において判断される漁獲量水準を、

令和１２年度末までに、漁獲努力量を現行水準以下に維持しつつ、

中位以上に回復させることを目指す。なお、国が行う資源評価に

より、海域全体の資源状態等が公表された場合には、当該資源評

価結果に基づく指標等を資源管理の方向性とする。

３ 漁獲可能量による管理以外の手法による資源管理に関する事項

愛媛県漁業調整規則を遵守するとともに、当該水産資源の採捕

をする者による法第１２４条第１項の協定の締結を促進し、認定し

た協定を公表するとともに、当該協定に参加している者自らによ

る当該協定の実施状況の定期的な検証及び取組内容の改良を促進

する。

また、当該協定に基づき、報告される情報を活用して、資源評

価が行えるように努めることとする。

４ その他資源管理に関する重要事項

該当なし。

�������
�愛媛県告示第１１４９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

松山市祝谷土地改良区の定款の変更を認可した。

令和５年１１月６日

愛媛県中予地方局長 馬 越 祐 希

�愛媛県告示第１１５０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広
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訓 令

�愛媛県告示第１１５１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１９号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 広見吉田線

宇和島市三間町元宗７２８番１地先から

同町元宗１９５番１地先まで
旧 ４．３～１４．３ ０．２１８

宇和島市三間町元宗７２８番３から

同町元宗１９５番１地先まで
新 ９．７～１９．１ ０．２１８

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広見吉田線
宇和島市三間町元宗７２８番３から

同町元宗１９５番１地先まで
令和５年１１月６日

改 正 後 改 正 前

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

別表第１（第４条関係）

知事の権限に属する事務に係る一般共通決裁事項

事務の

種 類
事 項

決裁区分

事務の

種 類
事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

１～１８

省略

１～１８

省略

１９ 予算

に関す

る事務

１ 歳出予算の配当替に関するこ

と。

○ １９ 予算

に関す

る事務

１ 歳出予算の移用 に関するこ

と。

○

２～４ 省略 ２～４ 省略

２０～２６

省略

２０～２６

省略

備考 省略

別表第１１（第４条関係）

会計管理者の権限に属する事務に係る決裁事項

備考 省略

別表第１１（第４条関係）

会計管理者の権限に属する事務に係る決裁事項

決裁区分 決裁区分

専決者 専決者

事務の
事 項

会

計

出

納

出

納 事務の
事 項

会

計

出

納

出

納
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種 類 管

理

者

員

（

課

長

）

員

（

主

幹

）

種 類 管

理

者

員

（

課

長

）

員

（

主

幹

）

１ 愛媛

県会計

規則の

施行に

関する

事務

１・２ 省略 １ 愛媛

県会計

規則の

施行に

関する

事務

１・２ 省略

３ 支出負担行為の合議に関すること

（第３６条）。

３ 支出負担行為の合議に関すること

（第３６条）。

� 需用費、役務費、使用料及び賃

借料、原材料費、委託料（�に掲

げるものを除く。）、公有財産購

入費、備品購入費、負担金補助及

び交付金、貸付金並びに補償、補

填及び賠償金

� 需用費、役務費、使用料及び賃

借料、原材料費、委託料（�に掲

げるものを除く。）、公有財産購

入費、備品購入費、負担金補助及

び交付金、貸付金並びに補償、補

填及び賠償金

ア １件の支出負担行為決議書の

金額が１，０００万円以上

○ ア １件の支出負担行為書 の

金額が１，０００万円以上

○

イ １件の支出負担行為決議書の

金額が１，０００万円未満

○ イ １件の支出負担行為書 の

金額が１，０００万円未満

○

� 委託料（工事に係るものに限

る。）

� 委託料（工事に係るものに限

る。）

ア １件の支出負担行為決議書の

金額が３，０００万円以上

○ ア １件の支出負担行為書 の

金額が３，０００万円以上

○

イ １件の支出負担行為決議書の

金額が３，０００万円未満

○ イ １件の支出負担行為書 の

金額が３，０００万円未満

○

� 工事請負費 � 工事請負費

ア １件の支出負担行為決議書の

金額が１億円以上

○ ア １件の支出負担行為書 の

金額が１億円以上

○

イ １件の支出負担行為決議書の

金額が１億円未満

○ イ １件の支出負担行為書 の

金額が１億円未満

○

�・� 省略 �・� 省略

４ 支出負担行為の確認に関すること

（第４８条）。

４ 支出負担行為の確認に関すること

（第４８条）。

� 災害補償費、報償費、交際費、

償還金、利子及び割引料、投資及

び出資金、積立金、寄附金並びに

繰出金

� 災害補償費、報償費、交際費、

償還金、利子及び割引料、投資及

び出資金、積立金、寄附金並びに

繰出金

ア １件の支出命令書の金額が

１，０００万円以上

○ ア １件の支出決議書の金額が

１，０００万円以上

○

イ １件の支出命令書の金額が

１，０００万円未満

○ イ １件の支出決議書の金額が

１，０００万円未満

○

� 需用費、役務費、委託料、使用

料及び賃借料、原材料費、公有財

産購入費、備品購入費、負担金補

助及び交付金、扶助費、貸付金並

びに補償、補填及び賠償金

� 需用費、役務費、委託料、使用

料及び賃借料、原材料費、公有財

産購入費、備品購入費、負担金補

助及び交付金、扶助費、貸付金並

びに補償、補填及び賠償金

ア １件の支出命令書の金額が

３，０００万円以上

○ ア １件の支出決議書の金額が

３，０００万円以上

○

イ １件の支出命令書の金額が

３，０００万円未満

○ イ １件の支出決議書の金額が

３，０００万円未満

○



愛 媛 県 報令和５年１１月６日 第４５７号

１２２３

��������������

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�愛媛県訓令第２０号
庁 中 一 般

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和５年１１月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県庁事務決裁規程の一部を改正する訓令

愛媛県庁事務決裁規程（昭和５１年愛媛県訓令第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

� 工事請負費 � 工事請負費

ア １件の支出命令書の金額が１

億円以上

○ ア １件の支出決議書の金額が１

億円以上

○

イ １件の支出命令書の金額が１

億円未満

○ イ １件の支出決議書の金額が１

億円未満

○

� 省略 � 省略

５～９ 省略 ５～９ 省略

２・３

省略

２・３

省略

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

知事の権限に属する県民環境部関係事務に係る特定決裁事項

組織名 事務の種類 事 項

決裁区分

組織名 事務の種類 事 項

決裁区分

知

事

専決者
知

事

専決者

部

長

局

長

課

長

主

幹

部

長

局

長

課

長

主

幹

環境・

ゼロカ

ーボン

推進課

１～２９ 省略 環境・

ゼロカ

ーボン

推進課

１～２９ 省略

３０ エネルギ

ーの使用の

合理化及び

非化石エネ

ルギーへの

転換等に関

する法律に

基づくエネ

ルギー管理

に関する事

務

１ 特定事業者の指

定の取消しの申出

（エネルギーの使

用の合理化及び非

化石エネルギーへ

の転換等に関する

法律（以下この部

において「法」と

いう。）第７条第

４項）

○ ３０ エネルギ

ーの使用の

合理化等に

関する法律

に

基づくエネ

ルギー管理

に関する事

務

１ 特定事業者の指

定の取消しの申出

（エネルギーの使

用の合理化等に関

する法律

（以下この部

において「法」と

いう。）第７条第

４項）

○

２・３ 省略 ２・３ 省略

４ 中長期的な計画

の作成（法第１５条

第１項、第２項）

○ ４ 中長期的な計画

の作成（法第１５条

第１項 ）

○

３１ 省略 ３１ 省略
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監査委員規程

�愛媛県監査委員規程第３号
愛媛県監査委員監査規程の一部を改正する規程を次のように定める。

令和５年１１月６日

愛媛県監査委員 � 橋 正 浩

同 大 西 誠

同 � 田 健 司

同 松 下 行 吉

愛媛県監査委員監査規程の一部を改正する規程

愛媛県監査委員監査規程（昭和５５年愛媛県監査委員規程第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（監査提出書類）

第３条 本庁各課及び地方機関の長は、次に掲げる書類を作成し、

指定の期日までに監査委員に提出するものとする。

� 省略

� 本庁各課

ア～エ 省略

オ 配当替予算歳出現計表 様式第３１号

カ～セ 省略

� 省略

２ 省略

様式第２０号（第３条関係） 県税徴収状況調

（監査提出書類）

第３条 本庁各課及び地方機関の長は、次に掲げる書類を作成し、

指定の期日までに監査委員に提出するものとする。

� 省略

� 本庁各課

ア～エ 省略

オ 移用予算歳出現計表 様式第３１号

カ～セ 省略

� 省略

２ 省略

様式第２０号（第３条関係）県税徴収状況調

省略 省略

督促状発行後収入済額
督促状指定期限内収入済額

指定期限後収入済額

省略 省略

注 省略

様式第３０号（第３条関係） 歳出現計表

様式第３０号（その１）

注 省略

様式第３０号（第３条関係） 歳出現計表

様式第３０号（その１）

省略 省略

予

算

科

目

予 算 現 額 支 出 済 額 省略

予

算

科

目

予 算 現 額 支 出 済 額 省略

当

初

予

算

額

補正予

算額

継続

費及

び繰

越事

業費

繰越

額

予備

費支

出及

び流

用増

減

計 課 配当替

省略

当

初

予

算

額

補正予

算額

継続

費及

び繰

越事

業費

繰越

額

予備

費支

出及

び流

用増

減

計 課 移用

省略

省略 省略

注 １ 省略

２ 配当替を受けた予算の歳出については、配当替予算歳

出現計表に記載すること。

３ 省略

様式第３０号（その２） 省略

様式第３１号（第３条、様式第３０号関係） 配当替予算歳出現計表

注 １ 省略

２ 移用 を受けた予算の歳出については、移用予算歳出

現計表 に記載すること。

３ 省略

様式第３０号（その２） 省略

様式第３１号（第３条関係）移用予算歳出現計表

年度配当替予算歳出現計表（課）

省略

年度移用予算歳出現計表（課）

省略
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附 則

この規程は、公布の日から施行する。

予算科目 配当替元課 省略 予算科目 移用元課 省略

省略 省略

注 １ この表は、予算の配当替を受けた課において作成する

こと。

２ 配当替元課の課ごとに記載すること。

注 １ この表は、予算の移用 を受けた課において作成する

こと。

２ 移用元課 の課ごとに記載すること。

令和５年１１月６日 発行


